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省エネ住宅の普及促進に関する取組と課題 *

都竹 直樹 † 

【要旨】 

本稿は、近年のエネルギー価格の上昇やそれに伴う電気料金の高まり、温室効果ガス削減

のための政府の様々な取組などを受けて関心が高まっている住宅の省エネ化を取り上げ、

その課題と分析を行った。まず、脱炭素化が世界的な潮流となった背景を踏まえ、我が国の

エネルギー需要と供給についての現状及び見通しをもとに、脱炭素化の政府目標達成に向

けた住宅分野の位置づけを整理した。さらに、住宅の省エネ化に関する我が国や海外での取

組を紹介し、政府目標の達成に向けては更なる普及促進が必要であることを確認した。その

上で、省エネルギーギャップの考え方や内閣府によるアンケート調査の分析に基づき住宅

の省エネ化に関する課題と対策手法をまとめ、今後政策による効果的な普及促進を行う上

で明らかにするべき分析課題を指摘した。関連する統計データや先行研究、理論を整理する

とともに、内閣府アンケート調査（2023）により、太陽光発電に係る費用回収期間の知識が

ある者は、知識がない者と比べて太陽光発電の導入意識が６％ポイント高いこと（14％と

８％）、住宅の購入を検討している者は、検討していない者と比べて太陽光発電の初期費用

ゼロ円モデルの認知度が 21％ポイント高い（29％と８％）ことなどを示した。これらの結

果は、省エネ住宅導入の意思決定に当たり、適切な情報を提供することの重要性を示唆して

いる。本稿が、今後の住宅省エネ化の普及促進策を進める上で、ＥＢＰＭの基礎として活用

されることが期待される。
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いては、内閣府政策統括官（経済財政分析担当）の林伴子氏、内閣府大臣官房審議官（経済財政分析担
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佐の岩上順子氏、政策企画専門職の小林周平氏から有益なコメントを頂いた。ここに記して感謝を申し

上げる。ただし、本稿に残された誤りはいうまでもなく筆者の責に帰すものである。本稿で示された見

解は筆者の個人的なものであり、必ずしも内閣府の見解を示すものではない。
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１．はじめに 
現在、政府は、温室効果ガス排出量を 2030 年度に 2013 年度比 46％削減、2050 年のカ

ーボンニュートラル 1を国際的な目標として掲げ、ＺＥＨ2など省エネ住宅の普及促進を含

めた各種施策に取り組んでいる。こうした中、世界経済の回復と共に上昇していたエネルギ

ー価格は 2022 年２月のロシアによるウクライナ侵略によって一段と高くなり、家庭向け電

気料金は、2023 年１月、３年前（2020 年１月）と比較して、約 43％上昇している（図表

１－１－１）。光熱費の上昇は、家計支出全体を圧迫しており 3、光熱費の軽減につながる

省エネ住宅の普及促進は、こうした海外リスクへの耐性を高める上でも重要な取組といえ

る。 
すでに、省エネ住宅の普及促進については、各自治体においても様々な補助制度が用意さ

れているが、例えば、2021 年度におけるＺＥＨ比率は、新築注文戸建住宅に占める割合で

26.8％、さらに新築建売戸建住宅に占める割合では 2.6％に留まっている 4。こうしたこと

から、骨太方針では 2021 年以降、毎年ＺＥＨに関連した記載がなされており、骨太方針

20235においても「省エネ効果の高い住宅・建築物の新築・改修、断熱窓への改修を含むＺ

ＥＨ・ＺＥＢ等の取組を推進する」とされている。 
本稿は、温室効果ガス排出を巡る状況を振り返った後に、省エネ住宅の普及促進に関する

これまでの取組を整理するとともに、省エネルギーギャップ 6の先行研究や内閣府が行った

アンケート調査を基にして、今後求められる政策的対応について議論する。 
 
（図表１－１－１ 家庭向け電気料金平均単価の推移） 

 
（備考）電力・ガス取引監視等委員会「電力取引の状況（電力取引報結果）」、経済産業省（2019、2020、

2021a、2022）により作成。小売電気事業者の低圧（電灯）の販売額を販売電力量で割り、再生可

能エネルギー発電促進賦課金を足したもの。消費税を含む。2023年２月及び３月は、電気・ガス

                                                   
1 温室効果ガスの排出量と吸収量を差し引いた合計がゼロとなること。 
2 ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス。住宅の断熱性能向上や太陽光パネル設置等により通年で消費する

エネルギー量が正味でおおむねゼロ以下となる住宅。 
3 総務省「家計調査」によれば、二人以上世帯で消費支出に占める光熱費の割合は 2020 年度の 7.9％から

2022 年度には 8.7％に上昇している。 
4 環境共創イニシアチブ（2022） 
5 「経済財政運営と改革の基本方針 2023」（令和５年６月 16 日閣議決定） 
6 省エネ技術・製品について、費用対効果が認められているにもかかわらず、様々な理由で家計や企業が

導入しないこと。詳細は第４章で後述。 
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価格激変緩和対策事業による値引き後の金額を実線で、値引き前の金額を点線で示している。  
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２．温室効果ガス排出ネットゼロ達成に向けた取組 
 

（１） 各国における排出量削減目標 

現時点（2023 年７月）において有効な温室効果ガス排出量の削減に関する目標・取り決

めは、2016 年 11 月に発効したパリ協定に由来する。同協定では、世界の平均気温上昇を産

業革命以前と比べ 1.5℃に抑える努力を追求することを目標とした。これを受け、2022 年

９月までに 194 か国が「国が決定する貢献（ＮＤＣ、Nationally Determined Contribution）」
として温室効果ガス排出削減目標を掲げたほか、世界全体のＧＤＰの約 85％、エネルギー

起源 CO2 排出量の約 85％を占める 84 か国とＥＵが温室効果ガスや CO2 の排出量ネット

ゼロ達成を誓約した 7。 
世界全体の CO2 排出量の３％を占める我が国は、2020 年 10 月に 2050 年のカーボンニ

ュートラルを目指すことを表明し、2021年４月には 2030年の温室効果ガス 46％削減（2013
年度比）、さらに 50％削減の高みを目指すことを表明している（図表２－１－１）。 

 

（図表２－１－１ 各国の二酸化炭素排出量シェア（2021 年）） 

 

（備考）Crippa et al.（2022）により作成。二酸化炭素排出量は、化石燃料の燃焼、工業プロセス及び製

品の使用に由来するものが含まれる。  
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排出量削減目標の科学的根拠となっているのは、ＩＰＣＣ（気候変動に関する政府間パネ

ル）が 2018 年 10 月に公表した「1.5℃特別報告書」である。同報告書では、世界の平均気

温の上昇を 1.5℃に抑える重要性を唱え、そのためには 2030 年までに CO2 排出量を 2010
年比で約 45％削減し、2050 年頃までに CO2 排出量をほぼネットゼロにすることが必要だ

と指摘した 8。 
しかし、2023 年３月にＩＰＣＣが公表した最新の報告書によれば事態は一層悪化してい

る。そこでは、世界の気温上昇は既に 1.1℃に達し、2021 年 10 月までに各国が発表したＮ

ＤＣを実行した場合でも、21 世紀中に 1.5℃を超える可能性が高いと指摘されている、その

上で、1.5℃に抑えるためには 2035 年時点で CO2 の排出を 2019 年比 65％、温室効果ガス

排出を 2019 年比 60％削減しなければならないと記されている 9。ＩＥＡ（2022）の試算に

よると、CO2 排出量ネットゼロを達成するためには、各国がすでに表明している政策に基

づく排出削減対策の実施だけでは不十分であり、各国が公約している意欲的な削減目標の

達成や、それ以上の対策が求められる。 
 

（２） 我が国のエネルギー需要の現状と見通し 
2021 年度の我が国の最終エネルギー消費は 31,705 万 kl（原油換算）であり、2030 年ま

での削減目標の基準年となる 2013 年度から 12.9％減少している。この内、家庭部門の最終

エネルギー消費は 4,617 万 kl で全体の 14.6％を占めており、2013 年度から 12.5％の減少

となっている（図表２－２－１①）。 
第６次エネルギー基本計画 10では、2050 年カーボンニュートラルや 2030 年度削減目標

の達成に向けた道筋を示している。エネルギー需要については、技術的にも可能で現実的な

省エネルギー対策を行うことで、こうした対策を行わなかった場合と比べて、2030 年度に

は最終エネルギー消費で 6,200 万 kl の削減（対策前比▲18％程度）を見込んでいる 11。こ

の内、家庭部門の寄与は全体の目標削減量の 19％であり（図表２－２－２）、2013 年度比

の削減率でみると▲43％と他の部門より大きい（図表２－２－１②）。  
第６次エネルギー基本計画は、2050 年カーボンニュートラルという高い目標の実現に向

けて消費者、産業界、政府など国民各層が総力を挙げて取り組むことが必要であるとしてお

り、家庭部門においては省エネ化による最終エネルギー消費の削減余地が大きいと見込ん

でいる。 
  

                                                   
8 ＩＰＣＣ（2018） 
9 ＩＰＣＣ（2023） 
10 令和３年 10月 22日閣議決定 
11 資源エネルギー庁（2021） 
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（図表２－２－１ 部門別最終エネルギー消費量の推移と 2030 年度見通し） 
① 最終エネルギー消費の推移と見通し 

 

（備考）「第６次エネルギー基本計画」（令和３年 10月 22日閣議決定）、資源エネルギー庁「総合エネルギ

ー統計」、資源エネルギー庁（2021）により作成。人口や経済成長率の推計等を踏まえた 2030 年

度の最終エネルギー消費（省エネ対策前）の推計に対して、点線部分の▲6,200万 klの省エネル

ギーを実施することによって、2030 年度の最終エネルギー消費（省エネ対策後）は 28,000 万 kl

を見込む。 

 
② 部門ごとの最終エネルギー消費の削減量と進捗 

 

（備考）資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」、資源エネルギー庁（2021）により作成。グラフ内の比

率は、2013年度実績に対する 2021年度時点の削減率と省エネ対策実施後の 2030年度見通しの削

減率を示す。  
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（図表２－２－２ 2030 年度において必要となる追加的な最終エネルギー消費削減の内訳） 

 
（備考）資源エネルギー庁（2021）、国土交通省（2022）「地球温暖化対策計画(R3.10)における削減目標」

により作成。 

 

次に、家庭部門のエネルギー需要についてみていく。家庭部門では、世帯数は増加し続け

ているものの、エネルギー効率の向上、省エネ化によって全体のエネルギー消費量は減少傾

向にある 12。2021 年度の家庭部門のエネルギー消費を用途別にみると、冷暖房は 25％、給

湯は 34％となっており、これらが家庭におけるエネルギー消費の半分以上を占める 13。世

帯当たりのエネルギー消費量は 31.0GJ／世帯・年と、他の先進国に比べて低く（図表２－

２－３）、特に暖房による消費量が抑えられている。この背景として、住宅の空調の 76％が

中央空調方式であるアメリカなどでは長時間暖房をつける習慣があるのに対し、我が国は

間歇暖房が主流であり、居室にいる間のみ暖房をつける習慣があることが挙げられる 14。 
しかし、2030 年・2050 年目標の達成には更なる省エネが求められる。2030 年度の最終

エネルギー消費の削減目標について、家庭部門における削減目標量の内訳をみると、住宅の

省エネルギー化が 29％を占め、新築で 252.7 万 kl、改修で 90.9 万 kl、計 343.6 万 kl の削

減を掲げている。対策手段別の進捗率（省エネ量ベース、対 2030 年度見通し）をみると、

ＬＥＤや有機ＥＬ等の「高効率照明の導入」が進捗率 93%と大幅に進んでいる一方、住宅

関連では「住宅の省エネルギー化（新築）」が進捗率 19％、「住宅の省エネルギー化（改修）」

が進捗率 31％と遅れている（図表２－２－４）。  

                                                   
12 内閣府（2021b） 
13 環境省（2023） 
14 中上（2018）、国土交通省（2022）、アメリカエネルギー情報局（2023a） 
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16 

その他

21 

（％）



 

7 
 

（図表２－２－３ Ｇ７各国の世帯当たりエネルギー消費と用途） 

 

（備考）環境省（2023）、カナダ天然資源省（2023）、アメリカエネルギー情報局（2023a）、アメリカセンサ

ス局（2022）、英国ビジネス・エネルギー・産業戦略省（2022）、英国国家統計局（2023）、Eurostat

（2023a、2023b）により作成。カナダ、アメリカは 2020年、英国、ドイツ、フランス、イタリア

は 2021 年、日本は 2021 年度。カナダ、アメリカの照明・家電等は調理を含む。英国の暖房は、

暖房と冷房の合計（空調）。日本の調理は台所用コンロのみを指し、照明・家電等はその他の調理

を含む。 
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（図表２－２－４ 家庭部門の最終エネルギー消費の 2030 年度に向けた目標と進捗率） 
 

対策 

対策評価指標 省エネ量（万 kl） 

指標 
2021 

実績* 

2030 

見通し 
進捗率 

2021 

実績* 

2030 

見通し 
進捗率 

住宅の省エネ化 

（新築） 

新築住宅のうちＺＥＨ

基準の水準の省エネ性

能に適合する住宅の割

合（％） 

24% 100% 24% 47.7 253 19% 

住宅の省エネ化 

（改修） 

省エネ基準を満たす住

宅ストックの割合

（％） 

14% 30% 47% 27.9 91 31% 

高効率給湯器の導入 

累積導入台数（万台） 

 ヒートポンプ給湯器 

 潜熱回収型 

 燃料電池 

 

806 

1,244 

43 

 

1,590 

3,050 

300 

 

51% 

41% 

14% 

138.9 332 42% 

高効率照明の導入 
累積導入台数 

（億台） 
4.2 4.6 91% 226.1 242 93% 

省エネルギー浄化槽

整備の推進 

累積基数（万基） 

先進的な省エネ型家

庭用浄化槽 

既存中・大型浄化槽

の交換等 

 

37 

 

0.9 

 

93 

 

3.4 

 

40% 

 

26% 

1.2  3.8 32% 

トップランナー制度

等による機器の省エ

ネルギー性能向上 

― ― ― ― 48.0 180 27% 

ＨＥＭＳ、スマート

メーターを利用した

徹底的なエネルギー

管理の実施 

ＨＥＭＳ普及台数 

（万世帯） 
740 4,941 15% 

35.7 216 17% 
省エネ情報提供の実施

率（％） 
18% 80% 22% 

（備考）地球温暖化対策推進本部（2023）により作成。 

(*)住宅の省エネ化（新築）、住宅の省エネ化（改修）の実績値は 2020年度。高効率給湯器の導入、

高効率照明の導入、省エネルギー浄化槽整備の推進、トップランナー制度等による機器の省エネ

ルギー性能向上、ＨＥＭＳ、スマートメーターを利用した徹底的なエネルギー管理の実施の実績

値は 2021年度。 

対策のうち、省エネ量（2030年度見通し）の値が資源エネルギー庁（2021）と異なるものは、「高

効率給湯器の導入」（264.9 万 kl）、「高効率照明の導入」（193.4 万 kl）、「トップランナー制度等

による機器の省エネルギー性能向上」（169.5万 kl）。 
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（３） 我が国のエネルギー供給の現状と見通し 
次に、エネルギー供給の動向をみると、2021 年度の一次エネルギー国内供給（発電・転

換部門で生じるロスを含む）は 4.82 億 kl（原油換算）であり、その内、非化石燃料が占め

る割合は 16.8％、再生可能エネルギーについては 10.7％となっている 15。第６次エネルギ

ー基本計画における 2030 年度の見通しでは、一次エネルギー供給を 4.30 億 kl と見込んで

おり、その内、非化石燃料が占める割合は 33％程度、再生可能エネルギーについては 22～
23％程度としている。 
特に、電源構成については、2021 年度の発電電力量 10,328 億 kWh の内、非化石発電比

率は 27.1％（2013 年度 11.7％）、再エネ発電（水力を除く）の比率は 12.8％（2013 年度

3.5％）となっており、近年着実な高まりを見せている 16。第６次エネルギー基本計画では、

施策強化等によって、2030 年度には非化石発電比率を 59％程度、再エネ発電を 36～38％
程度 17まで拡大、「更なる高みを目指す」としている（図表２－３－１）。再エネ発電（水力

を除く）の内訳をみると、太陽光発電が最も高い割合で推移しており、全体の発電電力量に

占める割合は、2021 年度の 8.3％から、2030 年度には 14～16％まで引き上げる見込みと

なっている（図表２－３－２）。 
なお、各国の 2022 年における再エネ発電の比率をみると、ドイツや英国が４割以上など

となっている（図表２－３－３）。ＩＥＡ（2022）は、世界全体で 2050 年の CO2 排出ネッ

トゼロ達成する場合（ＮＺＥシナリオ）、世界の電力供給に占める再エネ発電（水力を除く）

比率は 2021 年の 13％から 2030 年には 46％、2050 年には 77％まで上昇すると試算して

いる。 
  

                                                   
15 資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」 
16 資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」 
17 再エネ発電（水力を除く）の比率は 25～27％程度。 
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（図表２－３－１ 発電電力量と電源構成） 

 
（備考）資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」、資源エネルギー庁（2021）により作成。グラフの上の

数字は発電電力量の合計を示している。 

 
（図表２－３－２ 再生可能エネルギー（水力を除く）の発電電力量） 

 

（備考）資源エネルギー庁「総合エネルギー統計」、資源エネルギー庁（2021）により作成。グラフ内の数

字は、上は再生可能エネルギー（水力を除く）の発電電力量の合計（億 kWh）、下は全体の電源構

成に対する再生可能エネルギー（水力を除く）の比率を示している。 
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（図表２－３－３ 各国の電源構成（2022 年）） 

 
（備考）ＩＥＡ”Monthly Electricity Statistics”により作成。 

 

上述のとおり、我が国における水力を除く再生可能エネルギーの発電電力量では、太陽光

発電が最も多い。我が国における太陽光発電の導入状況について確認すると、累積導入量で

は世界３位であり、設置可能な面積が限られる中では普及が進んでいる（図表２－３－４

①）。一方で、年間導入量をみると、各国においては加速度的に設置が進んでいるのに対し

て、我が国の新規導入ペースは近年おおむね横ばいで推移している 18（図表２－３－４③）。 
計画では、太陽光発電が 2030 年度の電源構成の 14～16％（設備容量で 10,350～11,760

万 kW（1,290～1,460 億 kWh））を担う見込みであるが、2022 年３月時点の導入水準は

6,610 万 kW となっており 19、目標達成には毎年 500 万 kW（年率 5.9％）程度の新規設置

が必要である 20。ここで、固定価格買取（ＦＩＴ）制度・ＦＩＰ制度 21での太陽光発電の導

                                                   
18 ＩＥＡ ＰＶＰＳ（2023） 
19 資源エネルギー庁（2022a） 
20 後述のとおり、2017 年度以降、毎年 500 万 kW 前後の導入が達成されているが、2022 年度のＦＩ

Ｔ・ＦＩＰ認定量は 150 万 kW（速報値、資源エネルギー庁（2023c））であり、導入ペースを維持する

には対策が必要となる。 
21 フィードインプレミアム（Feed-in Premium）の略。再エネ発電事業者が卸市場等で売電する際の価
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入実績をみると、住宅・非住宅を合わせた導入量は 2017 年度から 2020 年度まで毎年 550
万 kW 程度で推移し、2021 年度には 460 万 kW となっている 22（図表２－３－５）。住宅

用太陽光発電は、ＦＩＴ調達価格が下がる中でも毎年 15 万件程度の導入件数を維持してお

り（図表２－３－６）、2022 年は、電気料金が上昇する中で、７－９月期以降に導入件数が

伸び、10－12 月期の導入件数は 59,489 件と前年同期比で＋52.9％と大きく伸びている（図

表２－３－７）。非住宅用（10kW 以上）の太陽光発電の導入量が伸び悩む中、高い導入ポ

テンシャルのある住宅の屋根などの有効活用が一層求められている 23。戸建住宅では、2011
年から 2015 年までに建てられた住宅の 30.5％、2016 年から 2021 年までに建てられた住

宅の 22.2％で太陽光発電システムが利用されている 24。なお、第６次エネルギー基本計画

では、2050 年において設置が合理的な住宅に太陽光発電設備が設置されることが一般的に

なることを目指すとしており、2030 年には新築戸建住宅の６割に太陽光発電が設置される

という目標が掲げられている。フローの 2030 年目標とストックの 2050 年目標の関係は示

されていないものの、いずれにせよ、これらの目標が達成されることで、設備容量で約７

GW25程度の導入が期待されるとしている 26。 
 
（図表２－３－４ 各国・地域における太陽光発電） 
① 太陽光発電の累積導入量（2022 年） 

 国・地域名 
累積導入量 

（GW） 

国土面積当たりの

累積導入量 

（順位、kW/km2） 

平地面積当たりの

累積導入量 

（順位、kW/km2） 

太陽光発電比率 

（順位、％） 

１ 中国 414.5  ６ 44.0 ６ 57.4 ７ 4.9% 

(２) ＥＵ 209.3  (６) 52.4 (５) 87.1 - - 

２ アメリカ 141.6  ８ 15.5 ８ 23.4 ９ 4.3% 

３ 日本 84.9  ２ 232.9 １ 737.3 ５ 9.3% 

４ インド 79.1  ７ 26.6 ７ 35.1 ６ 5.6% 

５ ドイツ 67.2  ３ 192.3 ３ 285.7 ３ 10.5% 

６ オーストラリア 30.0 ９ 3.9 １０ 4.7 １ 15.1% 

７ スペイン 26.6  ５ 53.2 ５ 84.8 ２ 11.6% 

８ イタリア 25.0  ４ 84.5 ４ 125.0 ４ 9.7% 

９ 韓国 24.8  １ 254.1 ２ 714.1 ８ 4.6% 

１０ ブラジル 23.6  １０ 2.8 ９ 7.0 １０ 4.3% 

  

                                                   
格に一定の補助額を上乗せする。 

22 2022 年度の導入量は、510 万 kW（速報値、ＦＩＴ・ＦＩＰ制度によらない導入量 50 万 kW（推計

値）を含む）（資源エネルギー庁（2023c））。 
23 環境省の推計では、2021 年度の戸建住宅等の建物における太陽光発電の導入ポテンシャルは 45,520

万 kW、耕地などの土地における導入ポテンシャルは 100,540 万 kW となっている（環境省（2022））。 
24 環境省（2023） 
25 設備利用率（14％）を乗じた発電電力量に換算して年間約 90 億 kWh。 
26 内閣府（2021a） 
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② 太陽光発電の年間導入量（2022 年） 
 国・地域名 年間導入量（GW） 

１ 中国 106.0  

(２) ＥＵ 38.7  

２ アメリカ 18.6  

３ インド 18.1  

４ ブラジル 9.9  

５ スペイン 8.1  

６ ドイツ 7.5  

７ 日本 6.5  

８ ポーランド 4.9  

９ オーストラリア 3.9  

１０ オランダ 3.9  

 
③ 各国・地域での年間導入量の推移 

 

（備考）ＩＥＡ ＰＶＰＳ（2023）、ＩＥＡ“Monthly Electricity Statistics”、The World Bank“World 

Development Indicators”により作成。②はＩＥＡ ＰＶＰＳ（2023）Table 1、③はＩＥＡ ＰＶ

ＰＳ（2023）Figure 2。本図表のみ全てＤＣ（直流出力）。平地面積は、国土面積から森林面積を

差し引いて算出。累積導入量は 2022 年、国土面積・森林面積は 2020 年。太陽光発電比率は、各

国における 2022年の発電電力量に占める太陽光発電電力量の比率を示している。ＥＵの順位は括

弧を付けて示しており、その他の各国についてはＥＵを除いた順位を示している。 
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（図表２－３－５ 太陽光発電の導入量と見通し） 

 
（備考）資源エネルギー庁（2022a）により作成。2030年度の累積導入量は、施策強化等の効果が実現した

場合の野心的目標。 

 
（図表２－３－６ 住宅用太陽光発電の導入件数（ＦＩＴ）） 

 

（備考）資源エネルギー庁（2022a）により作成。2013年度は、2012年７月から 2013年度末までの導入件

数をもとに年平均の導入件数を算出している。 
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（図表２－３－７ 住宅用太陽光発電の導入件数と電気料金（前年同期比）） 

 
（備考）資源エネルギー庁「再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法 情報公表用ウェ

ブサイト」、国土交通省「建築着工統計調査」、電力・ガス取引監視等委員会「電力取引の状況（電

力取引報結果）」、経済産業省（2019、2020、2021a、2022）により作成。住宅用太陽光発電の導入

件数は 10kW未満、新規認定分。 

 
以上、前節及び本節でみてきたように、我が国において、家庭部門の住宅関連のエネルギ

ー消費削減は重要な要素である。また、エネルギー供給の観点からみても、再生可能エネル

ギーの導入拡大に向けて住宅用太陽光発電の更なる推進が必須である。次章以降では、住宅

の省エネ化に焦点を当て、これまでの取組や今後の課題について論じていく。 
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３．住宅の省エネ化に向けた取組 
 

（１） 省エネ住宅の政策目標と普及状況、見通し 
前章では排出量削減目標やその中における家庭部門や住宅分野の位置づけについて確認

した。本章では住宅の省エネ化についてより具体的に論じる。 
第６次エネルギー基本計画では、住宅・建築物分野の取組について期限を定めた目標が設

定されている（図表３－１－１）。従来、住宅に関しては届出義務や努力義務とされていた

省エネルギー基準（建築物が備えるべき省エネルギー性能の確保のために必要な建築物の

構造及び設備に関する基準 27）への適合が、2025 年４月から全ての新築住宅・非住宅に対

して義務付けられるほか、2030 年度には新築住宅・非住宅でＺＥＨ・ＺＥＢ基準の水準の

省エネルギー性能（住宅については、断熱性能に関する強化外皮基準への適合及び再エネを

除いた一次エネルギー消費量を現行の省エネルギー基準値から 20％削減）を確保すること

が示された。さらに、新築・既存住宅の双方で省エネルギー対策を進めることにより、2050
年には既存建築物も含む住宅・非住宅のストック平均でＺＥＨ・ＺＥＢ基準の水準の省エネ

ルギー性能が確保されること 28を目標として掲げている。また、住宅への太陽光パネルの設

置についても、2030 年には新築戸建住宅での太陽光発電設備の設置割合６割、2050 年には

設置が合理的な住宅・建築物において太陽光発電設備の設置が一般的となることを目標と

して掲げている。 
省エネ住宅の普及状況をみると、2019 年度時点で、住宅ストック全体で現行基準の断熱

性能を満たしているのは 13％に留まる（図表３－１－２）。また、ＺＥＨについて言えば、

新築住宅に占める割合としても新築戸建注文住宅では 26.8％に達している一方で、新築戸

建建売住宅では 2.6％と限定的である（図表３－１－３）。ただし、ハウスメーカーの手がけ

る住宅に限ってみると、注文、建売ともに半数を超えていることもわかる。新築の集合住宅

におけるＺＥＨ－Ｍの普及状況は、着工面積ベースで 2.1％、供給戸数ベースで 7.4％であ

り、集合住宅においても取組を推進する必要がある 29。 
このほか、住宅関連の省エネ設備等の設置状況を確認すると、照明については比較的単価

が低く買替え頻度も多いため、省エネルギー性能の高いＬＥＤ照明の普及が進んでいる。一

方、工事等が必要となるサッシ、ヒートポンプ式給湯器・家庭用燃料電池などの高効率給湯

設備、太陽光発電システムについては導入が進んでいない（図表３－１－４）。 
  

                                                   
27 住宅では、断熱に関する外皮性能とエネルギー消費に関する一次エネルギー消費量基準がそれぞれ基準

値以下となることが求められる。断熱性能の高い窓や外壁を用いたり、高効率の空調や給湯器を用いた

りすることで達成される。 
28 ストック平均で、住宅については一次エネルギー消費量を省エネルギー基準から 20％程度削減、建築

物については用途に応じて 30％又は 40％程度削減されている状態。 
29 資源エネルギー庁（2022b） 



 

17 
 

（図表３－１－１ 第６次エネルギー基本計画で示された住宅省エネ化の目標） 
年 内容 

2025年度まで 

（2025 年４月） 
 住宅及び小規模建築物の省エネルギー基準への適合を義務化する 

2030年  新築戸建住宅の６割に太陽光発電設備が設置される 

2030年度 
 新築される住宅・建築物について、ＺＥＨ・ＺＥＢ基準の水準の省エネ

ルギー性能を確保する 

2050年 

 住宅・建築物のストック平均でＺＥＨ・ＺＥＢ基準の水準の省エネルギ

ー性能が確保されている 

 設置が合理的な住宅・建築物には太陽光発電設備が設置されているこ

とが一般的となる 
 

（備考）「第６次エネルギー基本計画」（令和３年 10月 22日閣議決定）により作成。 

 
（図表３－１－２ 住宅ストック（約 5,000 万戸）の断熱性能（2019 年度）） 

 
（備考）国土交通省（2022）「住宅ストックの断熱性能」。Ｓ55基準は、省エネ法に基づき昭和 55年に定め

られた基準。Ｈ４基準は、省エネ法に基づき平成４年に定められた基準。省エネルギー基準相当

の戸建住宅における戸当たりの設計一次エネルギー消費量を 1.00とすると、無断熱相当の戸建住

宅は 1.67 程度、Ｓ55 基準相当の戸建住宅は 1.15 程度、Ｈ４基準相当の戸建住宅は 1.12 程度と

なる 30。 

 
 

  

                                                   
30 国土交通省（2021b）表１をもとに算定。 

Ｓ55基準に満たないも

の（無断熱等）

29%

Ｓ55基準

36%

Ｈ４基準

22%

現行基準

13%
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（図表３－１－３ ＺＥＨの普及状況） 
① 新築戸建注文住宅に占めるＺＥＨの割合 

 

 

② 新築戸建建売住宅に占めるＺＥＨの割合 

 
 

（備考）環境共創イニシアチブ（2022）図表「２－３－４．着工統計にみる新築戸建注文住宅におけるＺＥ

Ｈ化率の推移」、「２－３－５．着工統計にみる新築戸建建売住宅におけるＺＥＨ化率の推移」。「ハ

ウスメーカー」は、全国各地に営業拠点を有し、規格住宅を提供しているＺＥＨビルダー／プラ

ンナー。「一般工務店」は、「ハウスメーカー」を除くＺＥＨビルダー／プランナーとＺＥＨビル

ダー／プランナー未登録の事業者を合わせている。 
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（図表３－１－４ 住宅設備等の使用状況（2021 年）） 
① 二重サッシ又は複層ガラスの窓の有無 

 

② 使用している照明の種類（居間） 

 
③ 建て方別太陽光発電システムの使用率 

 

 

④ 建て方別家庭用蓄電システムの使用率 

 

⑤ 使用している給湯器・給湯システム 

 
（備考）環境省（2023）より、①図 2-144、②図 2-88、③図 2-122、④図 2-171、⑤図 2-157の各図を引用

転記。 
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39.0
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0.1
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住宅は寿命が長く買い替えのタイミングが少ないことから、古くてエネルギー性能の低

い住宅のロックイン（大型の設備等が導入されるとたとえ非効率であっても長期間にわた

って使用され続ける現象）が問題となる 31。我が国の住宅ストックの建築時期（2018 年時

点）をみると、1990 年以前に建てられた住宅が全体の約４割を占めている（図表３－１－

５）。例えば、現存する都内の建物の内、2050 年に存在していると予測される建物の割合は、

建物ストックの約半数、住宅ストックの約３割とする試算もある 32。住宅の長寿命化やリノ

ベーションによる中古住宅市場の拡大といった動きがあることも踏まえると、私有財産で

ある住宅について省エネ性能の低い住宅のロックインを防ぐためには、新築住宅での省エ

ネ性能向上を推進することが喫緊の課題との指摘もある 33。 
国土交通省・環境省・経済産業省（2021）による、2050 年目標であるストック平均での

ＺＥＨ基準の水準の省エネ性能実現に向けた試算では、2050 年のストック平均での省エネ

性能目標の達成に向けて、2030 年の新築住宅のＺＥＨ基準適合率 100％を達成することに

加え、さらに、高効率省エネ機器への更新を進めることが必要となっている（図表３－１－

６）34。 
 

（図表３－１－５ 住宅の建築時期（2018 年時点）） 

 

（備考）総務省「平成 30年住宅・土地統計調査」により作成。  

                                                   
31 ＩＰＣＣ（2022a） 
32 東京都（2022a） 
33 前（2021） 
34ＩＥＡの試算によると、先進国で 2050 年に使用される建築物の約４分の３は現在までに建設されたも

のとなる。2050 年までに CO2 排出量ネットゼロを実現するには、新築建築物については全ての地域で

2030 年までにゼロカーボン・レディ建築基準義務を導入し、先進国における既存建築物の改修率を現

在の年１％未満から 2030 年までに年 2.5％近くまで引き上げることが求められるとしている（ＩＥＡ

（2022））。特に住宅の寿命が長いヨーロッパ（ＥＵでは建築物ストックの３分の１が築 50年以上であ

り、現存の建物の 85～95％は 2050年にも存在しているとされる。）では、ストック全体の脱炭素化を

達成する上で既存住宅の改修が重要な課題となっている。欧州委員会が公表した政策文書「リノベーシ

ョン・ウェーブ」戦略は、建築物の省エネ改修率を 2030 年までに少なくとも倍増させることを目指

し、エネルギー性能基準の適合義務や補助金、技術的な支援等の取組を行うこととしている

（European Commission（2020））。 

9 14 17 20 19 9 4 9 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

1970年以前 1971～1980年 1981～1990年
1991～2000年 2001～2010年 2011～2015年
2016年～2018年９月 不詳

（％）
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（図表３－１－６ 住宅ストックの省エネ性能別構成割合の見通し） 

 

 

（備考）国土交通省他（2021）図２、図３。ＢＥＩ（Building Energy Index）は、基準と比較した建築物

の一次エネルギー消費量を表している（設計一次エネルギー消費量／基準一次エネルギー消費量）。

省エネ基準ではＢＥＩ=1.0、ＺＥＨ基準ではＢＥＩ=0.8（省エネ基準▲20％）。 

(*)旧基準の戸建住宅における戸当たり設計一次エネルギー消費量をＢＥＩ=1.0 の戸建住宅との

比で表すと、無断熱相当では 1.67、Ｓ55基準相当では 1.15、Ｈ４基準相当では 1.12、Ｈ11基準

相当では 1.0035。 

  

                                                   
35 国土交通省（2021b）表１をもとに算定。 
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また、既存住宅の改修については、平成 30 年住宅・土地統計調査から日本の持ち家の省

エネ改修率を簡易的に試算すると、2014～18 年の間、年率 0.4％程度の進捗率と計算され

る 36など、省エネを目的とした改修は活発ではない。現状、省エネ性能の低い既存住宅のＺ

ＥＨ化には、新築ＺＥＨ住宅の建設費の半分程度の費用を要するとされ、全面改修は現実的

ではないとの指摘もあるが 37、高断熱窓や高効率給湯機設置といった部分的な断熱改修・省

エネ改修が拡大する中で、工法等の標準化が進み、費用が低下していくことが期待される。 
 

（２） 住宅の省エネ化に向けた政策 
これまでみてきたように、住宅の断熱性能の強化や省エネ設備の導入は順調に進んでい

るとは言い難い。こうした中、政府においても国土交通省、経済産業省、環境省の３省によ

って取組が推進されており、補助金などを通じた支援と規制強化の両面で対策が行われて

いる。本節ではこうした施策について紹介する。 

補助金による住宅の省エネ化支援策としては、ＺＥＨの支援事業が 2012 年より開始され

るなど、多様な制度が用意されている 38,39（図表３－２－１、図表３－２－２）。ＺＥＨの

要件を満たす住宅では、補助金の他にも、住宅ローン減税の対象となる借入限度額の上乗せ

措置や、住宅金融支援機構による住宅ローン金利の優遇措置「【フラット 35】S（ＺＥＨ）」

の利用が可能となるほか、住宅金融支援機構は省エネ工事のためのリフォームローンであ

るグリーンリフォームローン等も設けている（図表３－２－３、図表３－２－４）。 
また、太陽光パネルを対象とした補助制度としては、10 年間にわたって太陽光発電によ

る買取価格を一定額で固定する、固定価格買取（ＦＩＴ）制度が挙げられる 40。  

                                                   
36 2018 年時点の持家数 32,801,500 戸に対して、2014 年以降に窓・壁等の断熱・結露防止工事を行った持

家の数は 719,000 戸となっている。 
37 一般社団法人住宅生産団体連合会（2021） 
38 ＺＥＨは、原則として太陽光発電等の創エネ設備を備え付けるが、多雪地域や都市部狭小地といった地

域的制約がある場合には、補助金の要件が緩和されることがある（Nearly ZEH、ZEH Oriented）。 
39 この内、特に「こどもエコすまい支援事業」や、既存住宅における断熱窓の設置に対して補助率１／２

相当等、１戸あたり最大 200 万円の補助金を交付する「先進的窓リノベ事業」などがある（令和４年度

補正予算）。「先進的窓リノベ事業」を受けて、国内建材メーカーは補助金を活用した販売拡大を目指し、

断熱効果の高い樹脂窓の生産能力増強や流通店・工務店への研修を行っている（「建材、高断熱窓を拡充 

『省エネ住宅』補助金で商機」『日刊工業新聞』2023 年２月９日）。対象製品の注文が従来の７～８倍と

大きく伸びている企業もあり（株式会社ＬＩＸＩＬ（2023））、住宅の断熱改修を促進する効果が期待さ

れている。 
40 ＦＩＴ制度において、電力会社が再エネ電気を買い取る際の費用の一部は、電気の使用者から集める「再

生可能エネルギー発電促進賦課金」によって賄われている。資源エネルギー庁（2022a）によれば、ＦＩ

Ｔ・ＦＩＰ制度による再エネ電気の買取総額は 4.2 兆円（2022 年度予測）、うち賦課金（国民負担）の総

額は 2.7 兆円（2022 年度予測）とされている。買取総額のうち 59％は 2012～2014 年度に認定された事

業用太陽光発電に係る買取費用が占めており、住宅用太陽光の買取総額は全体の５％（0.2 兆円）となっ

ている。2022 年５月分から 2023 年４月までの賦課金は、3.45 円／kWh である。2023 年度の賦課金は、

ウクライナ危機による市場価格の上昇により再エネ電気の販売収入（回避可能費用）が増加すること等

によって下落し、1.40 円／kWh となる（経済産業省（2023））。 
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（図表３－２－１ 省エネ住宅への補助金（令和５年度予算・令和４年度補正予算）） 
一次エネルギー 

消費量削減率 
主な要件 主な補助金 

省エネ 

のみ 

再エネ等 

含む(原則) 

○ ＬＣＣＭ住宅（ライフサイクル全体を通じた CO2排出量をマイナスにする住宅） 

事業名：ＬＣＣＭ住宅整備推進事業（国土交通省） 

▲25％ 

以上 

▲100％ 

以上 

強化外皮基準 

LCCO2 評価の結果が０以下と

なること 

戸建:上限 140万円/戸 

集合:上限 75万円/戸 

省エネ工事等費用の 1/2以内 

○ 次世代ＺＥＨ＋（再エネなどの更なる自家消費の拡大を目指したＺＥＨ＋） 

事業名：次世代ＺＥＨ＋実証事業（経済産業省） 

▲25％ 

以上 

▲100％ 

以上 

ＺＥＨ＋に加え、①V2H 設備   

②蓄電システム ③燃料電池 

④太陽熱利用温水システム 

⑤太陽光発電システム 10kW

以上 のいずれかを導入 

定額 100万円/戸に加え、左記

①～④の設備にかかる費用を

支援（予定） 

○ ＺＥＨ＋（より高性能なＺＥＨ） 

事業名：戸建住宅ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等支援事業（環境省） 

▲25％ 

以上 

▲100％ 

以上 

強化外皮基準 

外皮性能の更なる強化、HEMS

等高度エネマネ、電気自動車

への充電のうち２つ以上実施 

定額 100万円/戸 

○ ＺＥＨ 

事業名：戸建住宅ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ＺＥＨ）化等支援事業（環境省） 

▲20％ 

以上 

▲100％ 

以上 

（注文・建売住宅） 

強化外皮基準 
定額 55万円/戸 

事業名：こどもエコすまい支援事業（国土交通省） 

▲20％ 

以上 

▲100％ 

以上 

（子育て世帯・若者夫婦世帯

による住宅の新築） 

ＺＥＨ住宅 

定額 100万円/戸 

事業名：地域型住宅グリーン化事業（国土交通省） 

▲20％ 

以上 

▲100％ 

以上 

（中小工務店等による木造） 

強化外皮基準 

中小住宅生産者等の応募 

上限 140万円/戸 

省エネ工事等費用の 1/2以内 

○ ＺＥＨ－Ｍ（集合住宅におけるＺＥＨ） 

事業名：超高層ＺＥＨ－Ｍ実証事業（経済産業省） 

▲20％ 

以上 

▲100％ 

以上 

（住宅部分が 21層以上） 

強化外皮基準 

ＢＥＬＳを用いた広報活動等 

補助対象経費の 1/2以内 

事業名：集合住宅の省 CO2化促進事業（環境省） 

▲20％ 

以上 

▲100％ 

以上 

強化外皮基準 

・高層ＺＥＨ－Ｍ：６～20層 

・中層ＺＥＨ－Ｍ：４～５層 

・低層ＺＥＨ－Ｍ：１～３層 

 

補助対象経費の 1/3以内 

補助対象経費の 1/3以内 

定額 40万円×戸数 
（備考）経済産業省・国土交通省・環境省（2023）、国土交通省（2023a）により作成。こどもエコすまい支

援事業は令和４年度補正予算、その他は令和５年度予算。  
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（図表３－２－２ 省エネリフォームの補助金（令和４年度補正予算）） 
工事内容 補助対象 補助額 

①省エネ改

修 

１）高断熱窓の設置 高性能の断熱窓 

補助率 1/2 相当

等 

上限 200万円/戸 

２）高効率給湯器の

設置 

高効率給湯器（(a)家庭用燃料電

池、(b)ヒートポンプ給湯機、(c)

ハイブリッド給湯機） 

定額 

(a)15万円 

(b)(c)5 万円 

３）開口部・躯体等

の省エネ改修工事 

開口部・躯体等の一定の断熱改

修、エコ住宅設備（節湯水栓、高

断熱浴槽等）の設置 

上限 30万円／戸 

（子育て世帯・若

者夫婦世帯は上

限 45万円/戸） 

②その他のリフォーム工事 

（①（１）～（３）のいずれかを

行った場合） 

住宅の子育て対応改修、バリアフ

リー改修、空気清浄機能・換気機

能付きエアコン設置工事等 
（備考）経済産業省・国土交通省・環境省（2022）により作成。こどもエコすまい支援事業（国土交通省、

令和 4年度補正予算、1500億円（新築・リフォームの合計））、住宅の断熱性能向上のための先進

的設備導入促進事業等（経済産業省・環境省、令和 4年度補正予算、1000億円）、高効率給湯器導

入促進による家庭部門の省エネルギー推進事業費補助金（経済産業省、令和 4年度補正予算、300

億円）による支援。 

 

（図表３－２－３ 省エネ住宅等の住宅ローン減税） 
区分 控除対象額の引き上げ幅 

新築住宅 

買取再販 

長期優良住宅 

低炭素住宅 
＋2,000万円 

ＺＥＨ水準省エネ住宅 ＋1,500万円 

省エネ基準適合住宅 ＋1,000万円 

その他の住宅 ― 

既存住宅 

長期優良住宅 

低炭素住宅 

ＺＥＨ水準省エネ住宅 

省エネ基準適合住宅 

＋1,000万円 

その他の住宅 ― 
（備考）国土交通省（2021a）により作成。2023年に入居する場合。 

 

（図表３－２－４ 省エネ住宅のローン金利優遇） 
名称 期間・金利引き下げ幅 区分 要件 

【フラット 35】S

（ＺＥＨ） 

当初５年間▲0.5％ 

６～10 年目▲0.25％ 

新築 

既築 

ＺＥＨ水準の住宅 

（断熱等性能等級５＋一次エネルギ

ー消費量等級６＋再エネ措置※1） 

【グリーンリフ

ォームローン】S 

最大 10 年▲0.3％ 

（※2） 

既築 ＺＥＨ水準とする断熱改修工事 

（備考）住宅金融支援機構（2023a、2023b、2023c）により作成。（※1）原則として、年間の一次エネルギ

ー消費量の収支がゼロとすることを目指した、再生可能エネルギー導入等の措置を行っているも

の。（※2）2023 年６月時点の【グリーンリフォームローン】S と【グリーンリフォームローン】

の融資金利の差。 
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省エネ性能規制としては、前節で取り上げた第６次エネルギー基本計画における目標を

具体化する改正建築物省エネ法に基づき、2025 年４月以降、全ての新築住宅に省エネ基準

適合義務が課せられることとなった 41。2030 年までには省エネ基準の更なる引き上げが行

われる予定である。なお、現状ではこうした規制に先立って、2021 年４月からは小規模（300
㎡未満）の住宅・建築物について、省エネ基準適合の努力義務に加えて建築士から建築主へ

の省エネ基準への適否等に関する説明義務が課されるようになっている。 
また、住宅の構造や省エネ等 10 分野からなる住宅性能表示制度や、省エネ性能を５段階

で示す建築物省エネルギー性能表示制度（ＢＥＬＳ）も導入されている 42。建築物を販売・

賃貸する事業者には省エネ性能を表示する努力義務が課されているものの、賃貸住宅では

表示が進んでいないことなどが課題として指摘されており 43、2024 年４月には改正建築物

省エネ法に基づいて、建築物の販売・賃貸時の広告等における省エネ性能の表示方法を国が

告示し、必要に応じて販売・賃貸事業者に対し表示を行うよう勧告できるようになる。なお、

国土交通省は、建築物の販売・賃貸事業者や仲介事業者、広告関連事業者等に向けたガイド

ライン案の中で、省エネ性能表示のイメージとして図表３－２－５のようなラベルを示し

ている。 
 

（図表３－２－５ 建築物の省エネ性能ラベルのイメージ） 

 
（備考）国土交通省（2023b）住宅表示例１。 

                                                   
41 フラット 35 では、2023 年４月以降の設計検査申請分より、全ての新築住宅で省エネ基準が要件化され

ている。 
42 住宅向けのＢＥＬＳは 2016 年に開始され、2023 年３月末までの住宅向け交付実績は約 35 万件となっ

ている。2022 年度には 134,016 戸が住宅区分としてＢＥＬＳを取得しており、その内訳をみると、☆５

は 128,089 件、☆４は 3,219 件、☆３は 1,843 件、☆２は 860 件、☆１は 5 件となっている（一般社団

法人住宅性能評価・表示協会（2023））。 
43 西尾・山田（2023） 
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このほか、自治体レベルで独自の支援策や規制を設ける例もある。例えば、鳥取県は、国

の省エネ基準やＺＥＨ基準を上回る省エネ性能を持つ新築住宅や既存住宅の省エネ改修に

対し、独自の補助金を設けている 44。また、東京都は、エアコンやＬＥＤ照明等の省エネ性

能の高い設備の導入や、既存住宅の省エネ改修、省エネ性能の高い新築住宅等に対して、補

助金や税制を用いた支援を行っているほか、太陽光発電設備や蓄電池、ＥＶ用充電設備等へ

の補助も行っている。さらに、2025 年４月には大手住宅メーカー等を対象に新築住宅への

太陽光パネルの設置を義務化することとしている 45。 
 

（３） 海外における住宅の省エネ化政策 
海外においても住宅の省エネ化は重要な政策課題である。本節では海外における省エネ

住宅の普及促進策について紹介する（図表３－３－１）。 
 
（図表３－３－１ 海外における住宅の省エネ化政策） 
区分 国・地域 内容 

経 済 的

イ ン セ

ン テ ィ

ブ 

ＥＵ 住宅の省エネ改修に対する税の優遇措置等（ＥＰＢＤ改正案） 

フランス ガス暖房からヒートポンプへの買い替えに対する補助 

アメリカ 

太陽光発電設備の導入費用に対する税額控除の拡充・延長（インフ

レ抑制法） 

ヒートポンプや断熱材の設置への補助（インフレ抑制法） 

カナダ 住宅の省エネ改修に対する補助金と無利子ローン 

規 制 的

措置 

ＥＵ 

賃貸契約を更新する既存建築物等に対して最低エネルギー性能基

準を設定（ＥＰＢＤ改正案） 

新築住宅への化石燃料ボイラの設置禁止（オーストリア、フランス、

ドイツなど） 

[2029年] 新築住宅への太陽光パネル設置義務化 53 

カリフォ

ルニア州 

新築住宅への太陽光パネルの設置義務化 

新築高層集合住宅への蓄電池の設置義務化 

戸建住宅への蓄電池用回路等の設置義務化（レディ義務） 

政策 

目標 

ＥＵ 

[2030年] 全ての新築建築物をゼロエミッションビルとする 46 

[2030年] 建築物の省エネ改修率を少なくとも倍増 

[2050年] 建築物ストック全体でのゼロエミッション達成 

カナダ [2030年] 全ての新築建築物をゼロエミッションビルとする 
（備考）ＩＥＡ（2022）などにより作成。 

  

                                                   
44 とっとり未来型省エネ住宅特別促進事業、とっとり健康省エネ住宅改修支援事業 
45 年間都内供給延床面積が合計２万㎡以上のハウスメーカー等の事業者を対象とし、延べ床面積 2,000 ㎡

未満の中小規模新築建物（住宅等）への再エネ設置（太陽光発電設備）を義務付ける制度。個々の住宅の

日照や面積、形状等の条件を踏まえて、住宅供給事業者が供給する建物全体での設置基準の達成を求め

る仕組み。都内大手住宅メーカー約 50 社が対象となり、東京都の年間着工棟数 4.6 万件のうち半数程度

が対象となる見込み（東京都（2022a））。 
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住宅や建築物そのものに関する取組として、例えばヨーロッパでは、2021 年 12 月に欧

州委員会が建築物エネルギー性能指令（ＥＰＢＤ）の改正案を示した。ＥＰＢＤ改正案では、

2050 年に建築ストック全体でのゼロエミッション達成を目指し、加盟各国に対して 2030
年に新築建築物をゼロエミッションビルとすること 46や、賃貸契約を更新する既存建築物

等に対して最低エネルギー性能基準を設定すること、既存住宅の改修を促進するために税

の優遇措置等の支援策を設けることを求めている 47。中でも既存建築物については、エネル

ギー性能証明（ＥＰＣ）の格付けが低い住宅を中古住宅市場から除外することとしており、

劣悪な住宅ストックを減らすことを目指している 48。 
住宅の省エネルギー基準について、断熱性能の指標による国際比較をみると、我が国で

2025 年に適合が義務化される省エネルギー基準は、英国やドイツ、韓国などと比べて緩く、

2030 年以降の新築住宅で目標とするＺＥＨ基準まで引き上げることで、上記の国々の水準

に近づく 49。 
太陽光パネルについては、アメリカではカリフォルニア州 50が先進的な取組を進めてお

り、2020 年から新築低層住宅への太陽光パネルの設置が義務化されている。さらに 2022 年

の建築物エネルギー基準改正では、その他の建築物への太陽光パネル設置義務の拡大や、高

層集合住宅への蓄電池の設置義務化、戸建住宅については将来の蓄電池設置を見据えた蓄

電池用回路等の設置義務（レディ義務）化が盛り込まれ、2023 年１月から適用された 51。

ヨーロッパにおいても、欧州委員会は 2022 年５月に政策文書「REPowerEU」を発表し、

ロシア産化石燃料への依存脱却に向けた取組の中心として太陽光発電の拡大を掲げており、

住宅については、2029 年までに全ての新築住宅に太陽光パネルの設置を義務化する案を示

している 52,53。 
また、住宅向け省エネ設備導入については、このところのエネルギー価格の上昇を背景に

                                                   
46 欧州議会が 2023 年３月に承認した改正案では、全ての新築建築物をゼロエミッションとする期限が

2028 年に早められている（European Parliament（2023））。今後は法案の最終形を巡ってＥＵ理事会と

の調整が進められる。 
47 European Commission（2021）、日本貿易振興機構（2022a） 
48 先行して同様の政策を実施した英国（イングランド、ウェールズ）では、規制の対象となったＥＰＣ下

位等級の賃貸住宅で資産価値が 5,000～9,000 ポンド下落したとする研究もある（Ferentinos, Gibberd 
and Guin（2021））。 

49 国土交通省（2022）の「住宅の外皮平均熱貫流率（UA 値）基準の国際比較（2021 年）」による。UA 値

とは、室内と室外の熱の移動による熱損失を表し（総外皮熱損失量÷総外皮表面積）、値が小さいほど断

熱性能が優れている。我が国の省エネ基準では、札幌 0.46、長野 0.75、東京都区部 0.87、ＺＥＨ基準で

も、札幌 0.40、長野・東京都区部 0.60。一方、各国の省エネ基準では、英国 0.32、ドイツ 0.36、韓国

0.34～0.54、アメリカ（カリフォルニア州）0.41～0.42、スペイン（マドリード）0.51 と数値が小さい。 
50 アメリカで最も太陽光発電の発電電力量が多い州であり、2022年には州内で発電された電力量の 18.0％

を太陽光発電が占めている（アメリカエネルギー情報局（2023b）、California Energy Commission
（2023））。 

51 西田（2022）、California Energy Commission（2022） 
52 European Commission（2022a） 
53 欧州議会が 2023 年３月に承認したＥＰＢＤ改正案では、2028 年末までに設置が合理的な全ての新築住

宅に対して太陽光パネルの設置を義務付けるとしている（European Parliament（2023））。 
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支援が強化され、電気料金の抑制 54や低所得者向けの給付とともに物価高対策として位置

付けられている。アメリカでは 2022 年８月にインフレ抑制法が成立し、住宅用太陽光発電

への税控除の拡充と延長が定められたほか、2022 年 11 月にはバイデン政権が低所得世帯

に対する 135 億ドルの光熱費支援を発表し、その内の 90 億ドルはインフレ削減法により最

大 160 万世帯を対象とするヒートポンプや断熱材の設置への支援に充てられる 55,56。ヨー

ロッパでは欧州委員会が「REPowerEU」においてヒートポンプ暖房の普及推進を掲げてお

り 57、2022 年 10 月にはフランスがガス暖房からヒートポンプへの買い替えに対して最大

9,000 ユーロを補助すると発表するなど 58、住宅への省エネ設備導入に向けた支援が進めら

れている。 
 

 
  

                                                   
54ドイツでは、一定量までの電気・ガスの利用を定額とし、それ以上は市場実勢価格を適用する二階層方式

の料金ブレーキ制度が導入されている。英国では家計向けの電気・ガス料金に上限を設定し、平均世帯

で年間約８万円のエネルギー支出削減となる見込みである（内閣府政策統括官（経済財政分析担当）

（2023））。我が国では、電気・都市ガスの小売事業者などを通じて電気・ガス料金の値引きを行う「電

気・ガス価格激変緩和対策」が 2023 年１月から導入されており、標準世帯で電気代 2,800 円／月、都市

ガス代 900 円／月程度の負担軽減になるとされている（資源エネルギー庁（2023a））。 
55 The White House（2022）、日本貿易振興機構（2022b） 
56 インフレ削減法は消費者だけでなく製造者に対する支援も盛り込んでおり、太陽光パネルや風力タービ

ン、蓄電池等の生産に対する税控除などが設けられている（日本貿易振興機構（2022c））。 
57 European Commission（2022b） 
58 日本貿易振興機構（2022d） 
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４．住宅の省エネ化を進める上での課題 
前章でみたように、我が国においても住宅の省エネ化を目的に様々な施策がとられてい

るものの、施策内容が目的に対して適切かどうか、適切であったとしても実施手段が適切か

どうかといった点により、その効果は削がれてしまう。本章では、こうした課題を考える一

つの枠組みである「省エネルギーギャップ（Energy Efficiency Gap、あるいはエネルギー・

パラドックス）」という考え方を紹介し、課題を整理する。また、それ以外の重要な論点に

ついても紹介する。 
 

（１） 省エネルギーギャップ 
省エネルギーギャップとは、技術が確立しており現状の価格水準でも十分な費用対効果

が認められるにもかかわらず、省エネ技術の普及が十分に進まない状況のことを指し、1980
年頃以来、研究が行われてきた 59。 

改めて省エネ住宅普及の意義を確認しておくと、第一に温室効果ガスの排出削減が挙げ

られるが、それだけでなく、家計にとっても光熱費の削減等を通じたメリットがある。断熱

材や太陽光パネルは、ある程度長い目でみれば、導入コストを金銭的なメリットが上回るこ

とが指摘されており 60、上記に示した省エネルギーギャップが存在している状況といえる。 
図表４－１－１は、若林・木村（2009）などに基づき、省エネルギーギャップとその要因

（「省エネバリア」）について整理したものである。以下では、こうした省エネバリアのそれ

ぞれについて具体的にみていきたい。また、その際に、内閣府政策統括官（経済財政分析担

当）のアンケート調査（2023 年２月実施）（以下「内閣府調査」という。）の結果を用いる

ことで、我が国における省エネを妨げる障壁の程度について量感をもって紹介したい。 
この内閣府調査は、全国 20～69 歳の男女（事前調査約 24 万人、本調査約 3 万人）を対

象に、2023 年１～２月にかけて行われたアンケート調査である。これは、省エネ住宅に係

る既存の補助制度や普及策といった政策課題、また、家計の省エネ住宅への評価などを分析、

検証し、家計の ZEH 導入に当たっての意思決定の背景や要因を明らかにするために実施し

たものである。詳細な内容については、今後の内閣府政策課題分析シリーズにおいて示す予

定である。 

  

                                                   
59 Jaffe and Stavins（1994）、Gerarden, Newell and Stavins（2017） 
60 東京都（2022a） 
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（図表４－１－１ 政策介入が認められる省エネバリア） 
省エネ 

バリア 
例 政策の分類 政策措置 事例 

不完全情

報 

省エネルギー技術の理

解が進まない 
情報提供 

ラベリング 
統一省エネラベル 

ＢＥＬＳ 

説明義務 
建築士から建築主への省

エネ性能説明 

普及広報活

動 

「太陽光発電設置 解体新

書」（東京都（2022c）） 

逆選択 

不完全情報の結果、消費

者が効率の悪い機器を

選んでしまう 

情報提供 ラベリング 
統一省エネラベル 

ＢＥＬＳ 

規制的措置 
エネルギー

効率基準 

省エネ基準適合義務 

トップランナー 

スプリッ

ト・イン

センティ

ブ 

建物の所有者が高性能

機器を導入しない 

光熱費込みで定額の家

賃を支払う借主は、省エ

ネへの関心が薄い 

情報提供 ラベリング 
統一省エネラベル 

ＢＥＬＳ 

規制的措置 
エネルギー

効率基準 

省エネ基準適合義務 

トップランナー 

リスク／ 

資金調達

力 

投資回収年が短い（１～

５年）案件でなければ省

エネ投資に踏み切らな

い 

投資回収のリスクを過

大に見積もってしまう 

十分な融資が受けられ

ない 

経済的イン

センティブ 
補助金 

ＺＥＨ補助金、税制優遇、 

住宅ローン金利優遇、 

ＦＩＴ 

取引費用 

機器の導入を検討する

際、情報収集や価格交渉

などの取引費用が高い

ために、導入しない 

情報提供 ラベリング 
統一省エネラベル 

ＢＥＬＳ 

規制的措置 
エネルギー

効率基準 

省エネ基準適合義務 

トップランナー 

規範による

行動の誘導 
― ― 

限定合理

性 

小規模な省エネルギー

投資への関心が薄い 

慣習にとらわれる 

情報を与えられても、時

間や処理能力等の制約

があるため、最適な意思

決定ができない 

情報提供 ラベリング 
統一省エネラベル 

ＢＥＬＳ 

規制的措置 
エネルギー

効率基準 

ＥＰＣ最低ランクの住宅

の取引禁止、省エネ基準適

合義務 

（備考）若林・木村（2009）表４－１に一部加筆。 
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（不完全情報・逆選択） 
家計が省エネ住宅のメリットについて正確な情報を得ることが難しい場合、性能に見合

った価値を認識できず、結果的に省エネ住宅の普及につながらない。内閣府調査では、太陽

光発電の設置にかかった費用の回収に関する知識の有無を尋ねているが、その知識差によ

って、太陽光発電の導入に対して前向きか否か検討しよう。 
具体的には、太陽光発電の設置費用を回収する期間について正確に答えられた者（知識あ

り）は、そうでない者（知識なし）と比べて「太陽光発電について導入していないが、将来

は導入したい」との回答割合が６％ポイント高い（図表４－１－２）。このことからは、太

陽光発電には長期的に金銭的なメリットが導入コストを上回るといわれている 61ものの、

正確な情報を持っていない者は、非合理的な選択を行う傾向があることが示唆される。 
 

（図表４－１－２ 太陽光発電の回収期間の知識の差による将来的な導入意識の違い） 

 
（備考）内閣府調査により作成。全国 20～69 歳の男女（学生及び居住の意思決定に関与しない者を除く）

を対象にインターネットリサーチを実施。調査時期は 2023年２月９日～20日。「知識あり」は「お

住まいの住宅に太陽光発電設備を設置すると、設置にかかった費用を回収するのに約何年かかる

と思いますか。」に対して 5 つの選択肢のうち「約 10 年」と正解の選択肢を選んだ者。回収サン

プル数 N=24,726。 

 
こうした問題を解決するには、製品性能の評価や表示制度が有効である。例えば、家電等

については、2006 年から省エネ性能や目安エネルギー料金を示す統一省エネラベルが導入

され、製品の省エネ性能の正確な理解を助けているとの研究もある 62。 
住宅については、前章で紹介したように、英国やドイツ、フランスなどではエネルギー性

能証明書（ＥＰＣ）が導入されているほか、我が国においても、住宅の構造や省エネ等 10
分野からなる住宅性能表示制度や、省エネ性能を５段階で示す建築物省エネルギー性能表

示制度（ＢＥＬＳ）が導入されている。また、2021 年４月から小規模（300 ㎡未満）の住

宅・建築物について義務付けられている、建築士から建築主への省エネ基準の適否等に関す

                                                   
61 東京都（2022a）による試算。4kW の太陽光発電設備を設置した場合、発電した電気の自家消費や売電

によって 10 年間（補助制度を活用すれば６年間）で初期費用を回収でき、その後は自家消費や売電収入

によるメリットを得られるとしている。 
62 平井・小林・横尾・高橋・竹田・吉川（2019） 
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る説明も、情報の不完全性を緩和する手段として位置づけられる。さらに、性能表示だけで

なく、わかりやすいＱ＆Ａ集を作成するといった広報活動を始め、行政機関等による丁寧な

情報提供も有用な手段であると考えられる。 
内閣府調査では、戸建の購入を検討している者の 33.1％が、太陽光発電への懸念として

導入時の初期費用の高さを挙げている（図表４－１－３）。東京都が条例改正の際に実施し

たパブリックコメントでも、設置や点検、廃棄等の費用が発生することへの懸念が寄せられ

ている。このような費用面の懸念に対して、東京都では、設置にかかる初期費用と使用期間

30 年にわたっての設備費用等の支出を示した上で、30 年間使用することで 112 万円（補助

金を活用した場合 152 万円）の経済的メリットを得ることができると説明している 63,64。 
 

（図表４－１－３ 住宅用太陽光発電システムの設置への懸念（戸建購入検討者）） 

 
（備考）内閣府調査により作成。戸建の購入を検討していると回答した人のうち、太陽光発電の導入を検

討する際の懸念として選んだ人の比率。回収サンプル数 N=4,987。 

 
当然ながら、家計が省エネ設備等の導入を決断するには、提示情報が十分信頼されるもの

でなければならない。内閣府調査では、太陽光発電設備への懸念を尋ねているが、戸建購入

を検討している者の 27％程度が、売電収入や光熱費削減効果が想定を下回るかもしれない

                                                   
63 東京都（2022b） 
64 その他にも、太陽光パネルの火災や災害等による被害、出力抑制、廃棄時の環境破壊、サプライチェー

ンの人権問題等の懸念が主な意見として紹介され、それらに対する東京都の考え方が示されている。 
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ことを挙げている（図表４―１－３（再掲））。なお、賃貸住宅のオーナー・関係業者からも

情報の信頼性に関する懸念が示されている。西尾・山田（2023）は、インタビュー調査にお

いて、賃貸住宅のオーナーから、居住者向けの目安光熱費の表示に関して、目安光熱費が実

績値と異なることやそれによる居住者のクレームに対する懸念が示されたと報告している。

今後、設備の普及が進み、利用者による省エネ製品・技術の「口コミ」情報などが正しく共

有されるとすれば、そうした懸念も払拭されていくかもしれないが、情報市場が未整備な段

階では、第三者である行政機関が質の高い情報提供を促し、家計の異質性を考慮した妥当性

の高い光熱費削減効果のシミュレーションの充実などを図ることが求められる。 
 

（スプリット・インセンティブ） 
スプリット・インセンティブは、建築や設備投資等の出資者が実際の利用者にとっては利

益にならない意思決定を行ってしまうことを指し、省エネギャップの一つとして 1980 年代

から取り上げられてきた 65。例えば、賃貸住宅のオーナーは建築・設備投資コストを抑える

ことを優先するため、光熱費削減といった居住者のメリットにつながる省エネ設備等の投

資に対して消極的だとされている。 
省エネ型給湯機器の導入について賃貸住宅のオーナー・関係業者を対象にインタビュー

調査を行った西尾・山田（2023）は、オーナー側が省エネ型の機器を採用しても家賃の上昇

につながらないことや初期費用に懸念を示し、導入を見送る傾向がみられるという、スプリ

ット・インセンティブの例を紹介している 66。 
賃貸住宅におけるスプリット・インセンティブを防ぐためには、省エネ化によってオーナ

ーと居住者の双方が利益を得る環境を整備することが求められる。前出西尾・山田（2023）
では、賃貸住宅のオーナーの関心が高い項目として入居率の向上や維持管理費の抑制を挙

げており、住宅の省エネ化が入居率の向上につながる構造を作り上げることが課題として

いる。例えば、目安光熱費の表示等を進めて入居者が物件探しの際に省エネ性能を正当に評

価できるようにすることで、賃貸住宅の省エネ性能向上が入居者の満足度を高め、空室率が

低下し、結果的に資産価値向上につながるような仕組みを実現することが重要である 67。 

                                                   
65 Gerarden et al. （2017） 
66 このほかに、スプリット・インセンティブの代表的な事例としては、ＬＰガスの導入事例が挙げられる

（西尾・山田（2023））。資源エネルギー庁（2023b）は、賃貸住宅ではＬＰガス事業者がガス供給権を獲

得するため、若しくはオーナーや管理会社からの求めに応じて、ガス機器やエアコンなどを無償で設置

し、その費用をＬＰガス料金から回収する商慣行が見られると指摘している。そのような賃貸住宅にお

いて、オーナーが設備投資の負担を軽減する一方で入居者は事実上販売事業者を選択することができず、

スプリット・インセンティブの問題が生じている。ＬＰガスの取引適正化に向けて、経済産業省は、入

居者に対してあらかじめＬＰガス料金を提示する取組が行われるようＬＰガス販売事業者等に対して依

頼を出している（経済産業省（2021b））。 
67 実際、共同住宅を提供する住宅メーカーの中には、省エネ化（ＺＥＨ化）のメリットとして、高い断熱

性能と光熱費削減効果から高水準の家賃設定が両立可能であること、環境への配慮を求める入居者のニ

ーズに対応して周辺物件との差別化を図り高い入居率を維持すること、高い環境性能によって長期的な

資産価値の向上につながることをアピールしている事業者もある（積水ハウス（2023））。 
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（リスク・資金調達力） 
ここまで情報や制度の不備によって、家計が省エネ設備によるメリットを正しく認識、評

価できないような状況を考えてきた。ここからはそうした要因を取り除いてもなお残る省

エネバリアについて考えていきたい。 
住宅購入検討者がＺＥＨや省エネ設備等の導入にあたって懸念する項目の一つは、初期

費用が高いことである 68。例えば、太陽光発電設備を導入する場合は 100 万円以上かかる

ことも多く、予算制約のある中で、立地、広さを優先し、優先度の低い省エネ設備の導入が

見送られることも多い（図表４－１－４）69,70。しかし、省エネ設備の導入・利用によるメ

リットが長期的には費用を上回ると期待されるのであれば、初期費用の問題は家計のリス

ク認識や資金調達力の問題と言い換えることができる。 
 

（図表４－１－４ 住宅の住み替えを検討する際に重視すること） 

 
（備考）内閣府調査により作成。各項目について「非常に重視する」または「まあ重視する」と回答した人

の比率。回収サンプル数 N=31,050。 

  

                                                   
68 内閣府調査では、太陽光発電設備への懸念として「導入に当たっての初期費用が高い」と回答した人は

38.3％だった。 
69 5.6kW の太陽光発電システムの設置費用は 145 万円程度、6.1kWh の家庭用蓄電池システムの設置費用

は 114 万円程度とされる（調達価格等算定委員会（2023）、三菱総合研究所（2021）をもとに算出）。 
70 資源エネルギー庁（2022b）は、ＺＥＨ導入の課題として住宅建築・購入者の予算や理解の不足、事業者

の体制不備を挙げている。 
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まずリスク認識について、家計が、故障や災害といった偶発的な事象によって省エネ設備

が期待どおりの利益をもたらさないことへの懸念を相対的に重視している場合、設備の導

入をためらうことになる。太陽光パネルを例にすると、内閣府調査では、戸建の購入を検討

している者のうち、22.9％が故障リスクを懸念している（図表４－１－３（再掲））。東京都

が実施したパブリックコメントでも、災害や故障等の偶発的な事象による将来的な費用負

担増への懸念の声が挙がっていた 71。こうした懸念の軽減にあたっては、故障や災害などの

リスクに備える観点から保険的スキームの活用が有効であると考えられる。なお、東京都は、

既設の太陽光発電設備に含まれるパワーコンディショナの更新に対しても補助金を設けて

いるが、こうした取組も将来の費用負担に伴うリスク認識の軽減という点では有効であろ

う。補助金の支給タイミングを変えることの費用対効果が明らかになれば、より効率的な制

度設計が可能となる。 
さらに、国のエネルギー政策やマクロ経済的環境の変化によって省エネ設備の導入メリ

ットが低下することも、リスクの一つとして認識されている。同じく内閣府調査では、太陽

光パネルの設置について、戸建の購入を検討している者のうち 27.1％が光熱費の削減効果

や売電収入が想定を下回ることを懸念している。こうした懸念の軽減に貢献すると考えら

れるのが、太陽光発電の調達価格を 10 年間固定するＦＩＴ制度であり、これによって将来

の売電収入の予見可能性を高めることにつながる。 
また、資金調達力について、将来的には得られると期待されるメリットが借り入れなどに

際して評価されない場合、初期費用を賄えないこともある。太陽光パネルについていえば、

いくつかの自治体は設置時の初期費用に対する補助金を設けているほか、国においては、太

陽光パネルの設置によって一次エネルギー消費量の要件をみたすことが一般的となってい

るＺＥＨに対して補助金が設けられている。また、住宅ローン借り入れの際、省エネ設備導

入を条件に借入限度額を上乗せする制度も有効と考えられる 72。 
このほか、初期設置費用ゼロで太陽光パネルを設置できるリースや屋根貸しといったサ

ービスの提供も行われているが、内閣府調査によれば、認知度が低い（図表４－１－５）。

一方、住宅購入を検討している者では、認知度が 29％となっており、検討していない者（８％）

と比べて 21％ポイント高い。このようなサービスは、住宅への太陽光発電の普及を促進す

る取組として期待されており 73、こうした取組を積極的に紹介して情報提供を行っている

自治体もある。 
  

                                                   
71 東京都（2022b） 
72 住宅金融支援機構は、新築戸建住宅の建設・購入融資等において、住宅に設置する太陽光発電の売電収

入を年収に加算することを認めている（住宅金融支援機構（2023d））。 
73 脱炭素社会に向けた住宅・建築物の省エネ対策等のあり方検討会（2021） 
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（図表４－１－５ 太陽光発電・初期費用ゼロ円モデルの認知度） 

 
（備考）内閣府調査により作成。全体 31,050 名の内、住宅の購入を検討している者は 3,013 名（WB 後）。 

 
（取引費用・限定合理性） 

取引費用は、設備の導入に当たって購入価格や工事費用とは別に発生する、情報収集や比

較・検討、意思決定等に際しての費用を指す。 
住宅を選択する際、省エネ性能に関する情報が適切に提供されている場合であっても、検

討に十分な時間を取れないことや間取りや立地といった他の条件を考慮するので精一杯で

あるといった理由で、省エネ設備のメリットが適切に評価されないことが考えられる。この

ような場合には、省エネ性能のラベル表示や、世帯類型に応じた光熱費削減の目安額の提示

といった情報提供によって取引費用を下げ、最適な意思決定を行えるよう支援することが

重要である。 
一方、正確で十分な情報を入手しているにもかかわらず、消費者が時間や情報処理等の制

約から最適な意思決定を行わない場合もある。若林・木村（2009）は、そのような限定合理

性の省エネバリアへの対策として、政府によるエネルギー効率基準の設定といった直接介

入を挙げている。 
 

（２） その他の課題 
 

（将来の導入に備えるレディ義務） 
ここまで、省エネルギーギャップの存在を前提に議論を進めてきた。一方で、省エネ設備

の中には、現在の技術水準では採算が取れないものも少なくない。例えば、2019 年度の蓄

電池の実販売価格は、電池利用から得られる収益によって初期投資の回収が可能となる価

29 

8 

0

20

40

60

80

100

住宅の購入を検討している 住宅の購入を検討していない

太陽光発電システムを初期費用ゼロ円で設置できる

プランがあることを知っている

（％）



 

37 
 

格水準の２倍以上とされ 74、補助金 75なしで採算をとることは難しい。他方、新築時に住宅

の仕様を従来型設備のみに対応する形で固定化してしまうと、将来的な省エネ設備の設置

にかかるコストが高くなり、従来型設備を使い続けてしまうロックインの問題が生じる。 
こうした現時点で投資回収が見込めない高価な設備については、補助金などの金銭的イ

ンセンティブのほか、「レディ義務」の導入も重要である。レディ義務は、新築時に住宅の

仕様を省エネ設備の導入が可能なものとしておくことを義務付ける制度で、将来の技術革

新等によって採算性が改善した設備を容易に導入できるようにすることを目的にしている。

カリフォルニア州では、戸建住宅での将来の蓄電池設置を容易に行えるよう、住宅に蓄電池

仕様の配線回路等を設置する「蓄電池レディ」が義務化されている。このようなレディ施策

によって、住民は将来少額の追加投資で省エネ技術を導入することが可能となるため、長期

の住宅ストックを見据えて新築時にロックイン問題を回避する政策手法である 76。 
 

（供給側の課題） 
また、住宅メーカーなどの供給側の課題についても対処する必要がある。大手ハウスメー

カー77のＺＥＨ比率は、注文住宅で 61.3％、建売住宅で 50.7％に達している一方、その他の

一般工務店では、注文住宅で 10.7％、建売住宅で 1.0％と低迷している（図表３－１－３（再

掲））。工務店を対象にしたヒアリング調査では、ＺＥＨの導入に前向きでない工務店の意見

として、価格上昇や、ＺＥＨや高性能住宅への顧客ニーズが少ないといった需要側の要因以

外にも、業務体制が整わず対応が厳しいことやＺＥＨ建築実績の報告作業に手間がかかる

といった供給側の課題も挙げられている 78。 
国土交通省は、ＺＥＨの施工経験が乏しい事業者に対する優遇として、中小工務店等が連

携して建築するＺＥＨへの支援を行っている 79。海外事例として、西尾・中野（2020）は、

カリフォルニア州サクラメント市における全電化住宅の建設業者に対して補助金を支給す

るプログラムを挙げ、当初は経験不足等を理由に電化に消極的だった工務店がプログラム

開始後はより積極的に取り組むようになり、工事費の低下につながっていると指摘してい

る。 

                                                   
74 三菱総合研究所（2021）によると、家庭用蓄電システム価格 18.7 万円／kWh（2019 年度、工事費含む、

税抜）に対してストレージパリティ（太陽光パネルに加えて蓄電システムを導入した方が、太陽光パネ

ルのみを使用するよりも経済的に有利となる状態）の価格水準は約７万円／kWh 以下とされる。ストレ

ージパリティの価格水準は、買電価格や売電価格、蓄電池の性能向上等により変動する。蓄電池に使わ

れるリチウムイオン電池パックの平均価格は年々下落傾向（2016 年から 2021 年までの５年間で約 56％
低下）にあったものの、2022 年には 2021 年比＋７％（＄151／kWh）となり、2010 年以来初めて上昇

した（BloombergNEF（2022））。 
75 東京都の「令和５年度家庭における蓄電池導入促進事業」は、蓄電池システムの機器費及び工事費に対

して助成率３／４（上限額あり）の補助金を設けている（東京都環境公社（2023））。 
76 西田（2022） 
77 全国各地に営業拠点を有し、規格住宅を提供しているＺＥＨビルダー／プランナー。 
78 「私がＺＥＨビルダー登録しない３つの理由」『月刊 SmartHouse』No.69 
79 国土交通省（2023c） 
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（３） 効果的な政策立案に向けて 
本節では、省エネ住宅の普及促進策を立案する際に重要となる視点を整理する。 
まず、Allcott and Greenstone（2012）や若林・木村（2009）の議論に従えば、第一に対

処すべき省エネルギーバリアは、不完全情報やスプリット・インセンティブといった市場の

失敗であり、これらへの対策が十分な効果を上げない場合に金銭的インセンティブを通じ

たその他の策が必要となる。つまり、補助金などの制度設計に当たっては、市場の失敗への

対処が十分になされているのか、仮に対処が十分であるとすればどの程度、追加的なインセ

ンティブが必要になるのか、といった分析が欠かせない 80。 
また、より効果的な補助金制度を設計するためには、インセンティブ対象を適切に設定す

る必要があり、当該制度がどのような家計に対して省エネ投資を促す効果があるのかを特

定しなければならない。省エネ設備投資によって得られる利益をどの程度評価するか（主観

的割引率）は、当該家計の教育や所得といった属性によって異なることが指摘されており 81、

家計の異質性に注目して割引率の違いを考慮することで、より効果的な情報提供や補助金

のあり方を検討することが求められる。例えば、フリーライダー問題（補助金がなくても設

備を導入する人に補助金を出すこと）を生まない仕組みにはこうした考慮が必要である 82,83。

他方、資源の効率性よりもエネルギー消費削減への寄与の大きさを重視する場合には、エネ

ルギー消費の多い世帯における省エネ設備の導入を促す制度設計もありうる 84。 
さらに、住宅の省エネ化に向けた政策にはＦＩＴ制度のように設置後の一定期間にわた

り継続して支援するものや、東京都のパワーコンディショナ更新費用助成のように周辺機

器の更新時に支給されるものなど多様な支援策が用意されており、購入時に支給される金

銭的インセンティブだけでなく、製品のライフサイクルを通じた効果的な支給タイミング

や期間についての研究も求められる 85,86。 
  

                                                   
80 情報提供の効果を分析した研究としては、ランダム化実験によって電球型蛍光灯による電気代節約に関

する情報を消費者に提示し、その効果を分析した Allcott and Taubinsky（2015）がある。 
81 Newell and Siikamäki（2015） 
82 Cattaneo（2019） 
83 フランスで行われた住宅の断熱改修への所得税控除についての研究では、フリーライダーが 40％～85％

ほどみられたとされている（Nauleau（2014））。 
84 2023 年度のＺＥＨ補助金の補助額をみると、通常の補助金（戸建住宅ネット・ゼロ・エネルギー・ハウ

ス（ＺＥＨ）化等支援事業）は定額 55 万円／戸であるのに対し、子育て・若者夫婦世帯向けの補助金（こ

どもエコすまい支援事業）は定額 100 万円／戸となっている。 
85 コンジョイント分析によって省エネ機器・設備等の導入に対する支援策を比較した中川・大森・栗田・

村上（2013）は、購入時の補助金には使用期間にわたる補助金よりも高い効果があると指摘している。 
86 このほか、省エネ性能の高い機器等を使うことで個人の省エネ意識が弱まり、省エネ効果が当初の想定

より下がってしまうリバウンド効果についても検証が求められる。 
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５．終わりに 

本稿では、温室効果ガス排出量の 2030 年度において 2013 年度比 46％削減、そして 2050
年のカーボンニュートラルという目標に向けて、省エネ住宅の普及促進に関するこれまで

の取組と省エネ化を進める上での課題を整理し、省エネルギーバリアの議論を参照した普

及促進策に関する検証を行った。 
まず、第１章では、全体像として、脱炭素化に関する政策目標や最近の電気料金の上昇と

いう状況変化を取り上げ、省エネ住宅の普及促進がその中で重要な課題になっているとの

認識を示した。続く第２章では、１節において、脱炭素化が世界的な潮流となった背景を説

明し、２節・３節において、我が国のエネルギー需要及び供給の現状と見通しと、脱炭素化

に向けて住宅分野に求められる役割を確認した。そして第３章では、１節で脱炭素化の目標

のうち省エネ住宅の政策目標とその普及見通しを確認した上で、２節・３節において、各種

の補助金や規制、情報提供に関する国内外の取組を整理した。これらの取組を踏まえた上で

も、政府が掲げる目標の達成に向けては一層の普及促進が必要であることから、さらに第４

章の１節・２節で、省エネルギーギャップの議論を参照し、内閣府によるアンケート調査の

分析も交えつつ、住宅の省エネ化を阻む要因とそれらに対応する政策手法をまとめた。３節

では、これまでの議論をもとに、補助金等の制度設計をより効果的なものとする上で明らか

にすべき研究テーマを整理した。 
脱炭素社会の実現に向けて各国において様々な取組がなされ、各施策の費用対効果につ

いても各国政府やシンクタンクによって分析が行われている 87。これまでも、官民で様々な

CO2 削減コストの計測などが行われているが、効果的、効率的な施策の実施にあたっては、

ＥＢＰＭに基づくより精緻な評価・分析が求められている。  

                                                   
87 ＩＰＣＣ（2022b）は、温室効果ガスの排出削減につながる様々な対策について、それによる排出削減

ポテンシャルと対策にかかるライフタイムコストを示している。コストが 100 ドル／tCO2-eq 以下の対

策を実行することで、世界全体の温室効果ガス排出量を 2030 年までに少なくとも 2019 年の水準の半分

にまで減らすことができるとしている。建築物部門の対策では、高効率照明・機器の利用が最もコスト

の低い対策の一つである。新築建築物のエネルギー効率の引き上げは、その他の建築物部門の対策と比

べて排出削減量のポテンシャルが大きいものの、その削減ポテンシャルの半分以上を実施する上でかか

るコストは 100～200 ドル／tCO2-eq 程度と比較的高くなっている。 
アメリカでは、二酸化炭素１トンの排出による経済的損失を「炭素の社会的費用」として算出し、気

候変動対策の政策を検討する際に参照されている（Aldy, Kotchen, Stavins and Stock（2021））ほか、

インフラ削減法による企業向け支援が限界削減費用を低減させる効果についての試算（ＢＣＧ（2022））
などが行われている。 
我が国においては、資源エネルギー庁（2015）が限界削減費用コスト曲線を紹介しながら省エネ対策

の費用対効果を分析している。日本で行われている削減効果推計手法は国際標準と比較して不十分で不

透明だとする指摘もある（木村（2018））。 
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